
作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策13-1-①

・一人ひとりの
生活再建の意
向に沿った制
度利用支援・支
援漏れ0（ゼロ）

半壊以上の持
家被災世帯約
4,000の世帯の,
支援制度の利
用意向や利用
状況を確認し、
必要な支援を
行った。

生活再建支援チーム
の運営

関係部・区等のメンバーで構成
される生活再建支援チームで
以下のことに取り組みます。
・被災者台帳データの活用
・センター職員による個別訪問
・専門機関へのつなぎ　など ○

被災者台帳データを活用
し、一人ひとりの生活再建
の意向を確認することで、
半壊以上持家世帯約4,000
世帯それぞれの再建意向
に沿った制度利用支援・生
活再建支援につなげまし
たた。

2
政策10-1-②
政策16-3-①

68件以上 69件 ラムサール条約都市
推進プロジェクト・チー
ムの運営

ラムサール条約都市推進プロ
ジェクト・チームにおいて
・取組の立案・実施
・進行管理に係る調整
・地域団体、事業者等との情報
共有・協働
を実施し、国際湿地都市
NIIGATAの確立－交流人口拡
大－に向け取り組みます。

○

ラムサール条約都市推進
プロジェクト・チームにおい
て、各5回の全体会議及び
ワーキンググループ会議
や現地視察会等を実施し、
当初目標の68事業に加え
て、令和7年度実施事業
1(姉妹都市提携記念事業)
件を加えた、69件の事業
に取り組んでいます。

3 行財3-2-③

4件以上 2件 共創コミュニティ推進
事業

各区で形成されたコミュニティ
から生まれる地域課題の解決
に向けた取組みを支援します。
・人材や活動がつながる機会
の創出支援
・地域の人と人をつなぐハブ人
材として地域おこし協力隊の登
用
・クラウドファンディング型ふる
さと納税による資金調達支援

×

クラウドファンディング型ふ
るさと納税を活用した補助
制度活用について3件の提
案を受け、2件に対し交付
決定。交付決定数4件の目
標を達成することができま
せんでした。

4
行財1-2-②
行財3-2-③

35件 67件 公民パートナーシップ
デスクの運営

外部サービス等も活用し、民間
事業者等とのマッチング機会
の充実と、民間事業者が提案
しやすい環境を整えます。
・民間事業者からの提案に対
し、所管課と民間事業者とを仲
介し、相互利益が生まれる状
態を目指します。
・必要に応じ、副市長をトップと
した検討・推進体制を設置し、
民間事業者とともに取り組みを
推進します。

○

本市の課題の解決手段や
そのための技術、ビジネス
モデルを持つ民間事業者
からの提案を受け、関係者
とマッチングした件数は67
件となりました。

社会課題の解決や市の活力向
上、効率的で効果的な行政サービ
スの提供等を行えるよう、民間事
業者などからの提案・相談を一元
的に受けつけ、組織横断的に対応
する体制を整えることで、公民連
携の取り組みを進めます。

本市の課題の解決
手段やそのための
技術、ビジネスモデ
ルを持つ民間事業
者からの提案を受
け、関係者とマッチ
ングした件数

民間事業者等の資源やノウ
ハウの活用を通じた課題の
解決に向け、手法を固定化
せず、より効果的な進め方を
継続的に検討しながら、公民
連携の取組を進めます。
また、庁内の意識醸成にも併
せて取り組みます。

ラムサール条約の都市認証に基
づく国際的なブランディング及び地
域での保全・賢明な活用の促進に
向け、既存の部の枠組を超えて取
り組みます。

国際湿地都市
NIIGATAの実現に
向け、プロジェクト・
チームにおいて取り
組んだ事業数

世界湿地都市ネットワーク市
長会議を契機に、庁内一体と
なり情報発信、ブランディン
グ、関係人口の基盤づくりに
取り組み、市民をはじめ多く
の方々に潟など湿地の価値
を再認識いただくなど、国際
湿地都市NIIGATAの確立に
向けた取組を進めます。

地域で意欲的に活動する人たちが
つながる機会を各区で設け、そこ
から生まれる取組を支援すること
で、地域の活性化や課題解決に
向け、多様な主体が協働し新たな
解決策を生み出す持続可能な地
域づくりを行います。

クラウドファンディン
グ型ふるさと納税を
財源とした補助金
の交付決定件数

持続可能な地域づくりを推進
するため、今後も、地域おこ
し協力隊制度やクラウドファ
ンディング型ふるさと納税等
を活用し、地域で主体的に活
動する人たちのコミュニティの
充実や課題解決に向けた取
り組みを支援します。

令和6年能登半島地震の被災者
の皆様が生活再建に取り残されて
しまうことのないよう、１日も早い再
建を目指し、被災者お一人おひと
りに寄り添ったきめ細かな支援を
行っていきます。

・公的支援制度の
支援漏れの防止

被災者台帳データを活用し、
引き続き一人ひとりの生活再
建の意向を確認しながら、そ
れぞれの再建意向に沿った
制度利用支援・生活再建支
援を行い、再建完了に向けて
寄り添いながら支援を行いま
す。

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

主な取組（事業）

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・新潟広域都市圏構成市町村との連携数
組織名（部） 政策企画部

組織名
（準部・課・機関名）

政策監グループ R8.3.19

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 -

推進 推進 新潟市総合計画２０３
０の推進

・目指す都市像の実現にあたっては、
多様な主体との連携・協働が重要に
なることから、総合計画の紹介動画を
Youtubeで公開するほか、学生向け
に講演を行うなど各種説明の機会を
とらえて総合計画の内容について市
民向けに広く周知します。
・総合計画に基づいた市政運営を進
めるため、庁内の各種制度・計画と連
動させ、総合計画に基づいた予算編
成や成果指標に基づく効果検証を行
います。

○

・市民向け周知
Youtube総視聴回数
2,270回
学校講演470人
インターン等275人
⇒　総合計画について延べ3,000人以上に
周知を行った

・庁内向け制度連動
各種制度と連動させながら、総合計画に基
づく効果検証と新年度予算編成を行った

2 行財3-1-①

推進 推進 ・新潟市SDGｓ未来都
市計画の推進
・多様な主体との連携
によるSDGｓの普及啓
発

持続可能な食と農の創出を目指す
SDGｓ未来都市計画関連事業を推進
するとともに、新潟市のSDGsロゴ
マークを活用しながら、多様な主体と
の連携やSDGｓの普及啓発を実施し
ます。

○

・市民向け周知
・SDGs未来都市計画関連事業の実施（各
課）
・新潟国際情報大学との連携事業の実施
（古町どんどん参加　10/11・12）（SNSでの
発信）
⇒　政策指標「具体的に取り組んでいる市
民の割合」
R7目安ライン33.1%、
R7実績30.2%（B評価）
⇒目安ラインを下回ったものの、前年R6
（27.5%）から2.7ポイント増加。

・庁内向け周知
新任職員研修や全職員向けSDGs研修資
料を掲示板共有したほか、地域循環共生圏
づくり支援体制構築事業における公民連携
のロールプレイングゲーム実施に取り組ん
だ
⇒　取組指標「各種研修の実施回数」R7目
標5回を達成（A評価）

3 行財3-2-④

提言、要望の
実施

提言、要望の
実施

・国への要望
・県への要望
・北信越市長会要望

国や県の施策、予算に対して、提言、
要望を行い、地方分権・地方創生に
つなげていきます。

○

・市政運営上の課題の解決などに向け、令
和８年度の国や県の施策・予算について、
提案・要望活動を行った。

・上記にあわせて、令和6年能登半島地震
にかかる要望活動も行った。

4 -

推進 推進 令和６年能登半島地
震　新潟市復旧・復興
推進本部

復旧復興に向けた施策を総合的かつ
計画的に進めるため、復旧復興に係
る情報や課題の共有、施策の立案、
検討、関係部課相互の調整を図りま
す。 ○

・令和6年能登半島地震　新潟市復旧・復興
推進本部会議を開催し、復旧復興に係る情
報や課題等を庁内で共有することができ
た。

・令和6年能登半島地震　復旧・復興までの
実施計画を更新することで、各種施策を総
合的、計画的に進める下地を整えた。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.5.16（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・SDGsの達成に向けて具体的に取り組んでいる市民の割合

組織名（部） 政策企画部
組織名

（準部・課・機関名）
政策調整課 R8.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

新潟市総合計画２０３０で掲げる目
指す都市像の実現に向けて、各種
政策・施策の推進にかかる総合調
整を行います。

新潟市総合計画２
０３０の推進

・市民向け周知
市HP及び紹介動画を見てもらうことが説明する
側・される側ともに負担の少ない方法であること
から、各種説明の機会を捉えて市HP及び紹介動
画に誘導する。

・庁内向け制度連動
左記制度との連動のもと、全庁的に総合計画に
基づく組織運営を行う。
令和６年度の実績について成果指標に基づく効
果検証（有識者会議・議会報告）を行うとともに、
それを踏まえた新年度予算編成を行う。

主な取組（事業）

SDGs未来都市に選定されたことを
契機に、各分野の政策・施策を推
進するにあたり、SDGsを共通言語
として市民・民間事業者・国・県・他
市町村など、多様な主体とパート
ナーシップを築いていくとともに、Ｓ
ＤＧｓの普及啓発に努めます。

SDGｓの普及啓発 ・市民向け周知
・成果指標アンケート結果に基づき年代に応じた
周知を行う
・大学連携に関しては政策指標を出発点にした
企画立案を学生とともに行う

・庁内向け周知
・左記研修の実施により職員理解の浸透を図る
・総合計画の実績報告においてSDGs目線での
評価を行う

国や県に対し、必要な提言・要望
を行い、協議を進め、地方分権・地
方創生につなげていきます。

国や県への提言、
要望

・国や県の施策・予算については、市政運営上
の課題の解決に向け、必要に応じ、提案、要望
活動を続けていく。

・地震についても、本市のおかれた状況をふま
え、必要に応じ要望活動を行っていく。

令和６年能登半島地震からの復
旧・復興に向けて、各種施策の推
進にかかる総合調整を行います。

令和６年能登半島
地震からの復旧・復
興

引き続き、左記の取組により、能登半島地震から
の復旧・復興に向けた施策を推進していく。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 行財1-1-①

160,000人    163,736人
（3月19日時点）

発信手段（広報媒体）
の効果的な活用

新潟市ＬＩＮＥ公式アカウントを
活用し、様々な市政情報を市
民の希望に沿って発信します。
また、市報にいがたや区役所
だより、テレビ、ホームページ、
ＳＮＳなど複数の発信手段と組
み合わせて、効果的な広報に
取り組みます。

○

市報やデジタルサイネージ
でのPRのほか、子育てパ
ンフレット、二十歳のつどい
などで各課と連携して本市
LINE公式アカウントの広報
を行いました。
友だち登録者数は163,736
人となり、今年度目標で
あった16万人を達成しまし
た。

2 行財1-1-①

新規導入媒体
の検証・改善

新規導入媒体
の検証・改善

発信手段（広報媒体）
の新規導入と運用

市民等の情報入手手段の多様
化に対応するため、新たな発
信手段を導入し、検証・改善を
図りながら効果的な運用を行
います。

○

「Yahoo!JAPAN」について
は文字数を抑えて推敲す
るなど、情報を見てもらい
やすくなるよう取り組んで
います。
昨年度導入したカレンダー
シェアアプリ「TimeTree」、
市報にいがたデジタル版
「市報にいがたプラス」はさ
らにユーザーから興味を
持って活用してもらえるよ
う、デザインを工夫しまし
た。「市報にいがたプラス」
については、写真を多く配
置できるよう仕様変更する
など見やすさの改善にも取
り組みました。

3

80% 96%

理解度：95％
役立ち度：96％

職員への広報研修の
実施

庁内全体の広報力・広報意識
の向上を図るため、職位別・
テーマ別の各種広報研修を実
施します。

○

6種の研修（基礎、デザイ
ン、LINE、Yahoo!JAPAN、
CMS、編集会議）を実施。
延べ1,278名の職員が受講
し、受講者アンケートでは、
理解できた、役に立った受
講者の割合が目標の80％
を上回りました。

様々な市政情報を効果的な発信
手段を用いて市民へわかりやすく
伝えることで、政策・施策の効果を
高めていきます。

発信手段（広報媒
体）の新規導入と運
用

発信力強化のため、カレン
ダーシェアアプリ、市報にい
がたデジタル版ともよりたくさ
んのユーザーに利用してもら
うよう取り組んでいきます。

「市民が必要とする情報」「市が伝
えたい情報」が伝わる広報を展開
できるよう、庁内全体の広報力・広
報意識の向上を図ります。

研修内容につい
て、「理解できた」
「役に立った」人の
割合

引き続き、庁内全体の広報
力・広報意識の向上を図るた
め、各種研修を実施します。
実施にあたっては、職位別研
修に組み込むなど、幅広い職
員を対象としていきます。

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

様々な市政情報を効果的な発信
手段を用いて市民へわかりやすく
伝えることで、政策・施策の効果を
高めていきます。

新潟市LINE公式ア
カウントの友だち登
録数

必要な人に必要な情報が届く
よう、幅広い世代に利用され
ているLINEを活用し、市政情
報の発信を行います。
また、緊急時に、迅速かつ確
実に、市民へ情報を届けられ
るよう、平時からの登録促進
をあわせて行います。

主な取組（事業）

No.

組織目標 指標

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.4.28（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・市政情報の取得満足度

組織名（部） 政策企画部
組織名

（準部・課・機関名）
広報課 R8.3.19

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 行財3-2-④

提言、要望の
実施（支援）

提言、要望の
実施（支援）

国への提言、要望（実
施支援）

国への提言・要望を着実に実
施するため、各省庁との連絡
調整を行うとともに、本庁各課
等への情報提供・アテンドを行
います。

○

各課との連携により要望活動
を支援（全19日・35件）
＜主な要望＞
・全体要望：厚労・環境・内閣
官房、内閣府、国交、農水
・その他：総務、財務、自民
党、県選出議員等

2

政党部会資料
等の入手・情報
提供

政党部会資料
等の入手・情報
提供

政党部会資料等の入
手及び関係課への情
報提供

各省庁連絡協議会や他政令市
等関係者との連携により資料・
情報を入手し、適切に情報提
供します。 ○

関係者等とのネットワーク
を活用して情報収集・情報
共有を行った。
＜部会資料等入手件数＞
・R7　約600件

90 100 サポーターズ倶楽部
の活動促進

倶楽部幹事との協同・連携に
より訴求力のある企画を実施
し、参加満足度を高めます。

満足度アップを主眼に置き
企画したことで、目標を達
成することができた。
＜アンケートの満足度＞
･グランドパーティ企画100%
　（うち非常に満足66.7％）

2 2 サポーターズ倶楽部
の活動促進

新たな事業展開を図り、倶楽
部の活性化につなげます。

・宮田会長と巡る日展鑑賞
会開催（11月）
・首都圏在住者を対象とし
た交流イベント実施（3月）

4 政策8-2-③

7 3 戦略的な企業誘致の
推進

新潟県、企業誘致課並びに関
係機関と密に連携し、地方進
出に意欲のある企業にアプ
ローチすることで企業誘致を推
進します。

×

新潟県や企業誘致課と連
携して企業誘致に取り組ん
だ。
＜新規誘致企業件数＞
・R7上半期1件、下半期2件

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況
取組指標

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.5.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・一人当たり市民所得（市民経済計算による一人当たり市民所得）
・職業を理由とした県外との転出入数
・大学等新規学卒者の県内就職率

組織名（部） 政策企画部
組織名

（準部・課・機関名）
東京事務所 R8.3.31

国への提言、要望 引き続き関係各課との連携
及び関係機関との連絡調整
を着実に行い、要望活動を支
援する。

主な取組（事業）

本市の政策・施策推進を図るた
め、国の政策・施策に関する情報
収集の推進に努めます。

政党部会資料等の
入手及び関係課へ
の情報提供

引き続き関係者との連携を図
り、的確な情報収集を進め
る。

今後の方針

国や県に対し、必要な提言、要望
を行い、協議を進め、地方分権・地
方創生につなげていきます。

サポーターズ倶楽
部主催事業の満足
度（％）

引き続き満足度を高めること
のできるイベントを企画する。

交流人口や関係人口の拡大及び
本市の魅力発信力を高めるため、
関係各課と連携し、首都圏でのシ
ティプロモーション活動等を推進し
ます。

サポーターズ倶楽
部会員（幹事）企画
による新たな事業
展開

引き続き倶楽部の活性化に
つながる事業展開を図る。

「にいがた2㎞」エリアにおける高
機能オフィスの整備を促進するとと
もに、新潟市の優位性をアピール
し、多様な産業との連携やイノベー
ションが期待されるIT企業の誘致
を推進します。

新規誘致企業数 紹介できる物件が減少してお
り厳しい状況ではあるが、引
き続き新潟県や企業誘致課
と連携して企業誘致を推進す
る。

3 ○

○：達成
△：一部未達成
×：未達成


